
施

実させるため、年齢や

策

性別、障がいの有

　無

の

に関わらず、区民が身

概

近で手頃に文化芸術を

要

楽しめる事業を継続展

柱

開していく。

■　文化

立

遺産調査により新たに

て

発見された有形・無形

6

の文化財や文化資源を

【

次世代に残していくた

ひ

め、保存・継承に

　務

と

めるとともに、わかり

】

やすくＰＲしながら積

自

極的な活用を検討して

ら

いく。

■　区に根付く

考

地域の祭事など、魅力

え

的な伝統文化の継承・

行

活性化を支援すること

動

で、地域への愛着や誇

し

りを醸成し
方　　　針

、

　ていく。

■　令和7

そ

年度中に有形・無形を

の

含めた文化財の保護と

成

利活用に関する行動計

果

画を策定する。

■　ギ

を

ャラクシティ、シアタ

地

ー1010、伊興遺跡

域

公園展示館の改修等の

に

着実な実施に向け、施

活

設営繕部と協議しなが

か

ら

　準備を進めていく

す

。

担 当 課 名 生・地域文

人

化課（取りまとめ）

電

施

話 番 号 03-3880

策

-5985 E-mai

群

l chiiki@ci

名

ty.adachi.

3

tokyo.jp

　区

生

内には様々なジャンル

涯

のアーティストや伝統

に

ある文化芸術団体、民

わ

間の文化施設など、文

た

化芸術に関する専門的

る

な知識や技術を持つ主

学

体が活躍している。そ

習

れらの主体がゆるやか

・

に連携し、足立区の文

文

化芸術の活性化を図っ

化

てい

く。なお、主な協

・

働、協創主体としては

ス

、庁内は、シティプロ

ポ

モーション課、報道広

ー

報課、生涯学習支援課

ツ

、庁外は

協働・協創 文

活

化団体連合会、足立シ

動

ティオーケストラなど

を

の音楽団体、郷土芸能

実

保存会、郷土博物館協

践

働グループ及び共催事

で

業

の 取 組 み 実行委員会

き

がある。

　「4　質の

る

高い教育をみんなに」

仕

について、令和6年度

組

改定の足立区文化芸術

み

推進計画では、計画の

を

目指す将来の姿

におい

つ

て、「年齢や性別、障

く

がいの有無に関わらず

る

、区民のだれもが文化

施

芸術を身近なところで

策

気軽に楽しめる環境
Ｓ

名

ＤＧｓが
が整っている

3

」と設定していること

.

から関連が深いものと

1

思われる。
目指す目標

文

　「11　住み続けら

化

れるまちづくりを」に

・

ついて、国の文化芸術

芸

推進基本法には、「文

術

化芸術は、心豊かな活

活

力ある
（ターゲッ

社会

動

の形成にとって極めて

の

重要な意義を持つもの

充

」とされていることか

実

らも、各事業の推進が

と

まちづくりには外せな

郷

ト）との関
い関連深い

土

ものである。
連及び評

の

価
　各事業の実施によ

歴

り区民が気軽に文化芸

史

術を楽しめる環境の整

継

備が進んでいることか

承

ら、SDGsの推進に

の

大きく貢献

していると

支

評価する。

 

備　　　

援

考

■　区民のだれもが文化・芸術に親しむことができるよう、文化・芸術活動の充実及び環境整備を図る。

■　文化資源の調査・活用に努め、郷土の歴史・文化継承を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　令和5年度の区政モニターアンケートでは、文化芸術に関心のある区民の割合は89.7％であり、文化芸術関連事

　業への参加・活動を行った区民の割合は50.8％であった。

■　令和3年度に文化財保護法の一部改正され、各自治体も文化財の滅失・散逸等の防止と、これまで価値付けが明

　確でなかった未指定を含めた有形・無形の文化財を、まちづくりに生かすことの重要性が示された。
現　　　状

■　ギャラクシティ、伊興遺跡公園展示館は施設の老朽化が激しい。シアター1010は空調設備など修繕が必要な箇所

　が出てきている。郷土博物館は令和7年4月に大規模改修後のリニューアルオープンを迎える。

■　文化芸術に関心を持っている区民の割合は高いものの、実際の活動や行動につながっていない。

■　令和3年度の文化・読書・スポーツに関するアンケートより、区における子どもの鑑賞体験が令和3年度　　　　

　(57.6％）は平成30年度（89％)と比較し、31.4％と減少していることが判明し、子どもの成長段

足

階に応じた文化　

　体

立

験事業の提供が課題と

区

なっている。

■　区政

　

モニターアンケート（

令

令和4年度）では、足

和

立区の伝統芸能や文化

７

財への関心は約8割と

年

極めて高いものの、
課

度

　　　題
　実際に触れ

施

たことのある区民は約

策

4割と少ない。

■　文

評

化芸術推進計画に基づ

価

き、文化財の滅失・散

調

逸の防止策と文化財の

書

保護と利活用について

(

、具体的な計画が必

　

令

要である。

■　ギャラ

和

クシティの大規模改修

６

は修繕内容の再検討が

年

必要となり、令和9年

度

度に延期となった。伊

事

興遺跡公園は平

　成5

業

年度の竣工以来30年

実

経過し、改修が必要と

施

なっている。

■　誰も

)

が文化芸術の魅力に「

1

気づき」、楽しいと思

 

える出会いの機会を充
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を活用した企画展等の来館者数

定義等 郷土博物館における企画展の来館者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 8,000 8,000 - - -
(5)

実　績　値 6,528 11,293 - - R6 22,000

達　成　率 82% 30% 141% 51% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動2-2】郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

定義等 郷土芸能鑑賞会・郷土芸能大会の鑑賞者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 600 600 600 600 -
(6)

実　績　値 0 0 250 235 R6 600

達　成　率 0% 0% 0% 0% 42% 42% 39% 39% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 464,896 501,910 689,543 975,654

人件費 203,939 188,976 178,399 202,469

総事業費 668,835 690,886 867,942 1,178,123

前年比(金額) △412,426 22,051 177,056 310,181

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 - - 30 -
(1)

実　績　値 22.9 - - - R6 30

達　成　率 115% 76% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動1-1】文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

定義等 読書・スポーツ分野と連携した協創推進事業の年間の総実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 648 792 1,237 3,360 -
(2)

実　績　値 752 1,130 1,016 1,044 R6 3,360

達　成　率 116% 22% 143% 34% 82% 30% 31% 31% -

指標名 【活動1-2】文化芸術交流会の開催回数

定義等 文化芸術交流会の年間開催数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 4 4 6 -
(3)

実　績　値 0 1 1 3 R6 6

達　成　率 0% 0% 25% 17% 25% 17% 50% 50% -

指標名 【成果2】足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 - - 70 -
(4)

実　績　値 37.7 - - - R6 70

達　成　率 75% 54% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動2-1】文化資源
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直

標（４）】

　歴史的な

し

文化財や文化遺産の発

時

見と積極的な活用によ

期

り、子どもの頃から地

が

域の文化資源に触れる

１

機会を増やすとともに

年

、転入

者や来訪者に対

ず

しても区の魅力ある文

れ

化資源を発信していく

た

。

【指標（５）】

　令

た

和７年４月のリニュー

め

アルオープン後も引き

、

続き足を運んでもらえ

令

るような魅力的な展示

和

や事業を検討していく

７

。

【指標（６）】

　郷

年

土芸能鑑賞会は、後継

度

者の演奏機会の提供、

実

郷土博物館来館者に郷

施

土芸能を知ってもらう

予

機会となるため、令和

定

７年度から再

開する。

と

区民まつり等での演奏

　

機会も提供し、郷土芸

　

能の保存・継承と後継

　

者が生まれるきっかけ

　

づくりを図っていく。

　なった。

　

【指標（２）】

達成状況：３分野計画の最終目標値からはま

4

だ乖離があるが、３分

 

野に親しむ機会を継続

担

して提供することがで

当

きた。

原因分析：令和

部

６年度は中央本町地域

に

学習センターが休館し

お

ていたが、ニーズを踏

け

まえた効果的なプログ

る

ラム実施に務めたこ

　

評

　　　　とで、総実施

価

回数は、前年比微増と

（

なった。

【指標（３）

部

】

達成状況：文化団体

長

連合会は文化祭、研修

評

会、郷土芸能保存会は

価

郷土芸能大会の場を通

－

して交流を行うことが

１

できた。

原因分析：足

次

立シティオーケストラ

評

、足立吹奏楽団、足立

価

区民合唱団の３支援団

）

体の連絡会については

そ

、日程等が合わず開催

の

でき

　　　　　なかっ

１

た。

【指標（４）】

達

1

成状況：３分野アンケ

)

ート調査は３年に１度

施

の実施予定であったが

策

、中間見直し時期が１

の

年ずれたため、令和７

達

年度実施予定と

　　　

成

　　なった。

【指標（

状

５）】

達成状況：郷土

況

博物館は令和５年１月

と

から令和７年３月まで

そ

大規模改修に伴い休館

の

していたため、目標と

原

実績ともに該当なしで

因

あ

　　　　　る。

【指

の

標（６）】

達成状況：

分

郷土芸能大会は16団

析

体が出演し、区内のお

【

囃子や獅子舞の鑑賞会

指

を実施した。しょうぶ

標

まつり、区民まつりに

（

おいても

　 　　　 

１

お囃子演奏や体験を行

）

い、来場者へ郷土芸能

】

の鑑賞の機会を提供し

達

た。

原因分析：郷土芸

成

能鑑賞会は、開催場所

状

の郷土博物館が改修中

況

のため開催できなかっ

：

た。

2)達成状況と原

３

因分析を踏まえた今後

分

の方向性

【指標（１）

野

】

　今後も区内のホー

ア

ルやシアター1010

ン

、天空劇場での舞台鑑

ケ

賞やイベントなどに加

ー

え、ストリートピアノ

ト

や東京藝術大学連携事

調

業

のアウトリーチなど

査

により、身近に文化芸

は

術に触れる機会を創出

３

していく。

【指標（２

年

）】

　より多くの区民

に

が文化・読書・スポー

１

ツの楽しさに気付き、

度

深め、広げ、心豊かに

の

生きることができるよ

実

う、指定管理者と連携

施

して、事業を展開して

予

いく。

【指標（３）】

定

　足立区内において様

で

々なシャンルにアーテ

あ

ィストや伝統ある文化

っ

団体、民間の文化施設

た

など、文化芸術に関す

が

る専門的な知識や

技術

、

を持つ主体が活躍して

中

いる。文化祭や発表会

間

を通じて活発な交流を

見

後押ししていく。

【指
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地域文化一般管理事務 生・地域文化課4132 1,326 11,775 13,101 現状維持 Ｂ

文化芸術振興基金積立金 生・地域文化課4153 129,229 1,722 130,951 現状維持 Ｂ

文化芸術を担う人材の育成事業 生・地域文化課4155 11,057 5,957 17,014 現状維持 Ｂ

文化芸術施設の管理運営事務 生・地域文化課4156 330,395 8,609 339,004 現状維持 Ａ

郷土博物館管理運営事業 生・地域文化課4159 26,853 34,090 60,943 改善・変更 Ａ

展示等運営事業 生・地域文化課4160 39,403 46,657 86,060 拡充 Ａ

文化財保護事業 生・地域文化課4165 10,763 18,524 29,287 現状維持 Ａ

伊興遺跡公園管理運営事業 生・地域文化課4167 6,277 15,219 21,496 改善・変更 Ｂ

文化芸術施設維持補修事業 生・地域文化課4722 55,758 6,887 62,645 現状維持 Ａ

区民の文化活動支援事業 生・地域文化課13562 18,119 35,019 53,138 現状維持 Ａ

文化芸術施設改修事業 生・地域文化課22087 269,732 0 269,732 現状維持 Ａ

芸術鑑賞体験事業 生・地域文化課23215 76,742 18,010 94,752 現状維持 Ａ

合計１２事業 975,654 202,469 1,178,123

3)施施策の手段として位置付け
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施

連携して登録団体の学

策

習活動を支援していく

の

。

■　より多くの区民

概

が読書の楽しさに気づ

要

き、深められるように

柱

、乳幼児期からの読書

立

習慣の定着に取り組ん

て

でい　
方　　　針

　く

6

。

（※）動画等をあら

【

かじめサーバに備え、

ひ

区民からの要求に応じ

と

て、その情報をインタ

】

ーネットを通じて配信

自

する形

　　式のこと。

ら

担 当 課 名 生・生涯学習

考

支援課（取りまとめ）

え

電 話 番 号 03-388

行

0-5468 E-ma

動

il sg-shien

し

@city.adac

、

hi.tokyo.j

そ

p

■　区民の自主的な

の

学習活動において、登

成

録団体が地域とのつな

果

がりにより、学びの循

を

環を生み出している。

地

■　生涯学習施設にお

域

いて、指定管理者制度

に

を活用し、民間的な発

活

想や創意工夫により管

か

理運営を行っている。

す

■　指定管理者の公募

人

・選定・評価において

施

、学識委員のほか、区

策

民委員で構成している

群

。

協働・協創 ■　サー

名

クルフェア、ふれあい

3

祭りにおいて、利用者

生

等の実行委員会形式で

涯

運営している。

の 取 組

に

み ■　施設の管理運営

わ

において、利用者懇談

た

会等で区民の意見交換

る

や要望を取り入れてい

学

る。

４　質の高い教育

習

をみんなに

■　子ども

・

や障がい者等にも配慮

文

し、全ての区民が安心

化

して施設利用ができる

・

よう、計画的な保全計

ス

画、施設点検や
ＳＤＧ

ポ

ｓが
　修繕等の維持管

ー

理及び巡回警備等を行

ツ

っている。
目指す目標

活

■　区民のだれもが人

動

生100年時代を心豊

を

かに生きるために、多

実

種多様な生涯学習活動

践

の機会を充実させ、区

で

民の自
（ターゲッ

　主

き

的な学習活動を支援し

る

ている。
ト）との関
連

仕

及び評価

備　　　考

組みをつくる

施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

■　区民のだれもが人生100年時代を心豊かに生きるために、生涯学習活動の機会を充実していく。

■　地域における学びと活動の循環を生み出すために、区民の自主的な学習活動を支援する。

■　区民の読書習慣の定着を図るために、子どもとその周囲の大人に読書の楽しさや大切さを伝える活動を推進して

施策の方向 　いく。

( 目 標 )

■　生涯学習のきっかけづくりとして、各学習センターにおいて多種多様な事業を実施している（令和3年度実績、

　1,820事業）。

■　学習センター登録団体は、約380団体（スポーツ団体除く）あり、自主的な学習活動を継続的に行っている。

■　令和3年度に実施した「文化・読書・スポーツに関するアンケート調査」（3年毎に実施）の結果、過去1か月間
現　　　状

　に本を読んだと回答した区民は、16歳以上では52.9％、児童・生徒では71.1％であった。

■　多くの区民がいくつになっても学びの楽しさを感じられるよう、今まで以上に身近な講座やイベント等を充実さ

　せ、区民に様々な参加機会を提供していく必要がある。

■　学習センター登録団体がさらに学びを深め、広げていくためには、日頃の活動の成果を区民や地域に還元するな

　ど、学習活動のステップアップが必要であ

足

る。

■　令和3年度に

立

実施した「文化・読書

区

・スポーツに関するア

　

ンケート調査」（3年

令

毎に実施）の結果、保

和

護者の読書
課　　　題

７

　習慣が子どもの読書

年

活動に影響しているこ

度

とがわかった。読書習

施

慣の定着のためには、

策

子どもとその周囲の大

評

人に

　読書の楽しさや

価

大切さを伝えることが

調

必要である。

■　意欲

書

のある区民がいつでも

(

どこでも学ぶことがで

令

きるよう、ＩＣＴを活

和

用した同時配信やオン

６

デマンド（※）等

　も

年

含め、生涯学習の機会

度

を充実していく。

■　

事

学習センター登録団体

業

が地域還元の意識を持

実

って、講座やイベント

施

等を自ら企画運営し、

)

また、アウトリーチ型

1

　の活動を実施できる

 

よう、学習センターと
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8% 78% -

指標名 【活動2】「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、「子どもの読書と保護者の読書の関連を知っている」

定義等 （指標名続き）と回答した保護者の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 60 65 70 75 -
(5)

実　績　値 51.7 52 56.3 50.4 R6 75

達　成　率 86% 69% 80% 69% 80% 75% 67% 67% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 2,988,399 4,123,859 3,196,844 3,370,962

人件費 424,264 420,855 392,311 472,172

総事業費 3,412,663 4,544,714 3,589,155 3,843,134

前年比(金額) △15,094 1,132,051 △955,559 253,979

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

定義等 区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 12 13 14 15 -
(1)

実　績　値 4.3 5 8.5 12 R6 15

達　成　率 36% 29% 38% 33% 61% 57% 80% 80% -

指標名 【活動1-1】各学習センター事業の数

定義等 各学習センターが行う講座・イベント等の開催件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,650 2,650 2,650 2,650 -
(2)

実　績　値 1,820 4,029 3,741 3,829 R6 2,650

達　成　率 69% 69% 152% 152% 141% 141% 144% 144% -

指標名 【活動1-2】各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

定義等 各学習センターの登録団体等が自ら企画運営を行う講座、イベント、アウトリーチ型活動の開催件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 183 211 239 267 -
(3)

実　績　値 61 99 88 111 R6 267

達　成　率 33% 23% 47% 37% 37% 33% 42% 42% -

指標名 【成果2】区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区民の割合

定義等 同上
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 59 59 59 59 -
(4)

実　績　値 44.2 45.1 42.1 45.8 R6 59

達　成　率 75% 75% 76% 76% 71% 71% 7
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の

て

　　　　　いるが、

の

他のイベントや事業を

対

含めた一体的なＰＲが

前

十分でなかったことが

年

考えられる。

2)達成

度

状況と原因分析を踏ま

比

えた今後の方向性

【指

は

標１・２・３】

　講座

3

や講演会、サークル活

.

動などに参加した区民

5

の割合が目標値に達す

％

るよう、ＩＣＴも活用

増

しながら、特に参加の

加

少ない20～

40代の

し

働き世代や子ども世代

た

に向けた事業の充実を

。

図り、区民の自主的な

原

学習活動につなげてい

因

く。

　登録団体への活

分

動支援については、地

析

域での活動が広がるよ

：

う、指定管理者と連携

新

しセンターミニコミ紙

型

等での活動紹介のほ

か

コ

、地域との架け橋の役

ロ

割を引き続き行いなが

ナ

ら、登録団体の活性化

ウ

を図っていく。

　なお

イ

、登録団体数の減少傾

ル

向については、どのよ

ス

うな活動が減少してい

に

るかなどの原因分析を

関

行い、指定管理者と意

す

見交換を実

施しながら

る

、今後の活動支援のあ

感

り方等を検討していく

染

。

【指標４・５】

　令

症

和６年度に策定した「

法

図書館サービスデザイ

上

ンアクションプラン」

の

に基づき、区立図書館

分

の見直しを行っていく

類

。館内ルール

や選書な

変

どの見直しのほか、中

更

央図書館の組織体制の

以

見直しや、職員の意識

降

改革のための研修など

、

に取り組んでいく。

　

セ

また、アクションプラ

ン

ンに掲げた「本を読む

タ

人も読まない人も訪れ

ー

る図書館」の実現を目

で

指した方策の先駆けと

も

して、中央図書

館のリ

多

ニューアルを令和７年

種

度から９年度にかけて

多

実施していく。既存の

様

書架、窓口カウンター

な

の撤去や内装、壁の変

事

更など１階

の全面リニ

4

業

ューアルを行い、一人

を

でもグループでも居心

行

地の良い空間づくりを

い

目指していく。

、講座の受講

 

やサークル

　　　　　

担

活動等に対する区民の

当

意欲が高まり、参加率

部

が増加したと考える。

に

【指標２】

達成状況：

お

目標値2,650件に

け

対し実績値3,829

る

件となり、目標値を達

評

成できた。

原因分析：

価

令和6年度は中央本町

（

センターの休館があっ

部

たが、前年比で件数が

長

若干増加し、多くの学

評

習機会の提供が行えた

価

。

【指標３】

達成状況

－

：目標値267件に対

１

し実績値111件とな

次

り、目標値を達成でき

評

なかった。

原因分析：

価

登録団体自ら企画して

）

地域学習センターの会

そ

場で区民に提供する事

の

業は95件実施し、前

１

年度の73件から22

1

件増加した。

　　　　

)

　登録団体が高齢者施

施

設等において実施する

策

事業は16件実施し、

の

前年度の15件から1

達

件増加した。

　　　　

成

　登録団体数はコロナ

状

禍前の平成30年度で

況

は407団体であった

と

が、令和7年4月現在

そ

では321団体と、8

の

6団体減少している。

原

　　　　　登録団体数

因

の減少傾向に伴い、登

の

録団体自ら企画運営す

分

る講座、イベント、ア

析

ウトリーチ型活動数は

【

縮小している。

【指標

指

４】

達成状況：目標値

標

59％に対して45.

１

8％となった。令和5

】

年度から3.7ポイン

達

ト増加し、当指標を設

成

定した令和3年度以降

状

最も高い

　　　　　数

況

値となったが、目標値

：

を達成することはでき

目

なかった。

原因分析：

標

本を読まない理由は「

値

面倒くさいから」「加

1

齢」「多忙」が上位を

5

占めている。

　　　　

％

　また、「特に理由は

に

ない」という回答も多

対

く、他の情報機器から

し

情報を取得する人が増

実

えていることもあり、

績

本離れが

　　　　　進

値

んでいることが考えら

1

れる。

　　　　　なお

2

、本を読む人は全国的

％

に減少傾向にある（文

と

化庁の「令和5年度国

な

語に関する世論調査」

り

では、本を読む人が

　

、

　　　　37.4％で

目

平成30年度調査から

標

15.3ポイント減少

値

している）。

【指標５

を

】

達成状況：目標値7

達

5％に対して50.4

成

％となり、目標値を達

で

成することはできなか

き

った。

原因分析：「あ

な

だちはじめてえほん」

か

事業において、「子ど

っ

もの読書と保護者の読

た

書の関連性」について

も

チラシを用いてＰＲし
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

生涯学習振興公社運営事業 学校支援課4130 272,171 35,297 307,468 現状維持 Ａ

地域学習センター改修事業 生・生涯学習支援課4138 29,547 861 30,408 現状維持 Ａ

指定管理者管理運営事務 生・生涯学習支援課4139 2,307,306 76,620 2,383,926 現状維持 Ａ

図書館管理事務 中央図書館4168 278,978 81,607 360,585 改善・変更 Ａ

図書館図書資料貸出・整備事業 中央図書館4174 157,989 68,108 226,097 現状維持 Ａ

図書館ネットワークシステム管理事務 中央図書館4176 11,072 6,352 17,424 現状維持 Ａ

読書活動推進事業 中央図書館4177 11,511 50,268 61,779 改善・変更 Ａ

生涯学習関係施設維持補修事業 生・生涯学習支援課13500 110,158 43,045 153,203 現状維持 Ａ

図書館施設運営事務 中央図書館22322 4,336 7,213 11,549 現状維持 Ａ

図書館サービス運営事務 中央図書館22323 3,218 69,365 72,583 改善・変更 Ａ

図書館の大規模改修・開設事業 中央図書館22340 183,715 16,218 199,933 拡充 Ａ

生涯学習支援事業管理事務 生・生涯学習支援課22576 961 17,218 18,179 現状維持 Ａ

合計１２事業 3,370,962 472,172 3,843,134

3)施施策の手段として位置付け
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施

展開について、協創の

策

視点から今後、拡大を

の

推進していく。

協働・

概

協創
の 取 組 み

【目標】

要

3 すべての人に健康

柱

と福祉を【ターゲット

立

】3.4 2030年

て

までに、非感染性疾患

6

による若年死亡率を、

【

予防や

治療を通じて3

ひ

分の1減少させ、精神

と

保健及び福祉を促進す

】

る。【関連する理由】

自

日常的に楽しめる運動

ら

・スポーツを
ＳＤＧｓ

考

が
通じ、誰もが健康な

え

身体を維持できるよう

行

取り組み、共生社会の

動

構築を目指していく。

し

目指す目標
【目標】1

、

7 パートナーシップ

そ

で目標を達成しよう【

の

ターゲット】17.1

成

7 様々なパートナー

果

シップの経験や資源戦

を

略
（ターゲッ

を基にし

地

た、効果的な公的、官

域

民、市民社会のパート

に

ナーシップを奨励・推

活

進する。【関連する理

か

由】運動・スポー
ト）

す

との関
ツに関する事業

人

の実施について、様々

施

な関係団体や、民間事

策

業者、プレーヤー、サ

群

ポーターとつながるこ

名

とで、幅広
連及び評価

3

い運動・スポーツの機

生

会を創出していく。

（

涯

令和4年度）頻度に関

に

わらずスポーツをする

わ

区民の割合を測るため

た

、指標1を追加

備　　

る

　考 （令和4年度）指

学

標3を「事業実施回数

習

」から、より成果に結

・

び付く「事業参加者数

文

」に変更

（令和5年度

化

）実績値に基づき、指

・

標4の最終目標値を4

ス

9％⇒73％に上方修

ポ

正

ーツ活動を実践できる仕組みをつくる

施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

■　運動・スポーツを身近に感じられる環境を整えることで、年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰もが日常

　的に楽しめる運動・スポーツを推進する。

■　運動・スポーツを支える人材の育成に取組み、運動・スポーツを通じた共生社会の構築を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■　区では、子どもの体力向上や、高齢者の健康づくり、「するスポーツ」「みるスポーツ」の充実など、運動・ス

　ポーツの機会創出に取組んできた。

■　令和6年度に行った世論調査では、日常的に（週1回以上）運動・スポーツを行っている区民の割合は全体の45.6

％となっており、これは全国の同種の調査結果（55.8％）に比べ、低い数値となっている。
現　　　状

■　令和4年度に行った調査では、障がいのある区民の23.6％が現在、運動・スポーツに取組んでいると回答してい

　る。

■　障がいの有無にかかわらず一人でも多くの方が取組めるよう、運動・スポーツへの関心や意欲を高め、寄り添っ

　た支援を行っていく必要がある。

■　運動・スポーツの指導者やボランティアといった人材が不足しており、こうした人材の育成、活躍の場づくりを

　進めていく必要がある。

課　　　題

■　運動・スポーツを気軽に楽しめる機会の提供や場の整備を通して、運

足

動・スポーツを区民に

立

より身近に感じても

　

区

らう取組みを推進する

　

。

■　より多くの障が

令

い者が、体験を通して

和

運動・スポーツに取組

７

めるよう、支援の輪を

年

広げていくとともに、

度

それを

　支える人材育

施

成に取り組んでいく。

策

方　　　針

担 当 課 名 生

評

・スポーツ振興課（取

価

りまとめ）

電 話 番 号 0

調

3-3880-582

書

6 E-mail spo

(

rts@city.a

令

dachi.toky

和

o.jp

　当課各事業

６

に関わりのある、福祉

年

部、衛生部、道路公園

度

整備室、教育委員会（

事

教育指導部・学校）、

業

生涯学習振興

公社、ス

実

ポーツ協会等と、事業

施

内容の検討をはじめと

)

した協働体制を更に強

1

化していく。また、民

 

間企業主導による

事業
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　成　率 0% 0% 153% 95% 103% 100% 96% 96% -

指標名 【成果3】あだちスポーツコンシェルジュを通じ継続的な運動・スポーツの実施につながった障がい者の人数（累計）

定義等 あだちスポーツコンシェルジュでの相談の結果、運動・スポーツの実施へとつながった障がい者の人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 40 69 69 136 -
(5)

実　績　値 19 29 38 50 R6 136

達　成　率 48% 14% 42% 21% 55% 28% 37% 37% -

指標名 【活動3】区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数（累計）

定義等 区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」を修了した受講者の累計の人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 149 169 209 209 -
(6)

実　績　値 151 183 202 213 R6 209

達　成　率 101% 72% 108% 88% 97% 97% 102% 102% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 749,101 800,858 954,319 1,530,154

人件費 102,929 106,226 75,612 147,122

総事業費 852,030 907,084 1,029,931 1,677,276

前年比(金額) △109,932 55,054 122,847 647,345

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】定期的にスポーツをする人の割合

定義等 世論調査で「日常的に運動・スポーツを行っている人」の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 62 62 62 62 -
(1)

実　績　値 56 57 57 59 R6 62

達　成　率 90% 90% 92% 92% 92% 92% 95% 95% -

指標名 【活動1】週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

定義等 世論調査で「週１回以上運動・スポーツをする」区民の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 43 45 47 49 -
(2)

実　績　値 44 45 45 46 R6 49

達　成　率 102% 90% 100% 92% 96% 92% 94% 94% -

指標名 【成果2】体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

定義等 各種教室、大会、イベントの参加者や選手派遣者数、総合型地域クラブの事業参加者数、その他地域事業参加者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 421,000 421,000 421,000 421,000 -
(3)

実　績　値 144,483 185,564 254,181 254,102 R6 421,000

達　成　率 34% 34% 44% 44% 60% 60% 60% 60% -

指標名 【活動2】自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

定義等 世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツに取り組む区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 45 71 73 -
(4)

実　績　値 - 69 73 70 R6 73

達
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定

率向上につなげていく

期

。

的にスポーツをする区民の定着が進んでいると推察される。

【指標２】

達成状況：94％と目標値を下回っているが実績値は上昇

4

している。

原因分析：

 

指標１と同様、定期的

担

にスポーツをする区民

当

の定着が進んでいると

部

推察される。

【指標３

に

】

達成状況：60%と

お

目標値を下回っている

け

。

原因分析：昨年度と

る

ほぼ同程度の実績値と

評

なり、各イベントの認

価

知度は継続されている

（

と推察される。

【指標

部

４】

達成状況：96％

長

と目標値をやや下回っ

評

ているが、目標値に近

価

い数字となっている。

－

原因分析：身近なとこ

１

ろで気軽に運動・スポ

次

ーツに取り組む区民が

評

一定程度定着している

価

と推察される。

【指標

）

５】

達成状況：50人

そ

と目標値を達成できな

の

かった。

原因分析：本

１

人の希望に添える活動

1

先の不足や体調変化に

)

より体験参加までつな

施

がらなかったケースが

策

あったことが原因と考

の

えら

　　　　　れる。

達

【指標６】

達成状況：

成

目標値を若干上回るこ

状

とができた。

原因分析

況

：パラスポーツの指導

と

知識の習得に興味関心

そ

が一定程度あると推察

の

される。

2)達成状況

原

と原因分析を踏まえた

因

今後の方向性

【指標１

の

・２】

　コロナ禍をき

分

っかけとして自宅など

析

身近なところでスポー

【

ツを始めた区民につい

指

て、定着した活動につ

標

ながるようウォーキ

ン

1

グチャレンジなどのチ

】

ャレンジ企画等の情報

達

発信を継続して行って

成

いく。

【指標３】

　各

状

種教室、大会、イベン

況

ト等は、前年度とほぼ

：

同様に開催している状

9

況ではあるが、「ウォ

5

ーキング」などの気軽

％

に取り組める

事業や、

と

「みるスポーツ」事業

目

などに取り組むことで

標

、運動・スポーツの楽

値

しさを伝え、新たな活

を

動層へのアプローチを

下

進めてい

く。

【指標４

回

】

　運動やスポーツに

っ

取り組めていない区民

て

に対して、読書や文化

い

活動との連携によるス

る

ポーツを入り口としな

が

い「ちょいスポ」の

考

、

え方を取り入れた事業

少

や「みるスポーツ」を

し

実施するなど、より身

づ

近なアプローチによっ

つ

てすそ野を広げていく

上

。

【指標５】

　パラス

昇

ポーツ協議会において

し

検討していくパラスポ

て

ーツアクションプラン

い

の作成により、パラス

る

ポーツの推進体制の構

。

築を図っ

ていく。

【指

原

標６】

　障がい者の運

因

動・スポーツの実施を

分

支える人材確保を継続

析

して実施し、障がい者

：

の運動・スポーツ実施
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

小学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4144 91,785 4,631 96,416 現状維持 Ａ

中学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4145 21,079 3,770 24,849 現状維持 Ａ

学校施設の地域開放事業 生・スポーツ振興課4146 7,795 5,819 13,614 現状維持 Ａ

スポーツ推進委員会活動支援事業 生・スポーツ振興課4147 11,379 10,331 21,710 現状維持 Ａ

スポーツ振興事務 生・スポーツ振興課4148 6,716 20,384 27,100 現状維持 Ａ

地域団体活動支援事業 生・スポーツ振興課4149 8,640 6,887 15,527 現状維持 Ａ

スポーツ協会活動支援事業 生・スポーツ振興課4151 32,740 7,748 40,488 現状維持 Ａ

スポーツ施設指定管理者管理運営事務 生・スポーツ振興課20896 846,841 40,202 887,043 現状維持 Ａ

生涯スポーツ施設改修事業 生・スポーツ振興課21820 480,043 21,523 501,566 現状維持 Ａ

パラスポーツ推進事業 生・スポーツ振興課23437 23,136 25,827 48,963 現状維持 Ａ

合計１０事業 1,530,154 147,122 1,677,276

3)施施策の手段として位置付け
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施

情報の把握に努める

と

策

ともに、各主体の専門

の

性を活かした啓発につ

概

なげる。

協働・協創
の

要

取 組 み

【目標】10 

柱

人や国の不平等をなく

立

そう【ターゲット】1

て

0.2 2030年ま

6

でに、年齢、性別、障

【

害、人種、民族、出自

ひ

、

宗教、あるいは経済

と

的地位その他の状況に

】

関わりなく、すべての

自

人々の能力強化及び社

ら

会的、経済的及び政治

考

的な包
ＳＤＧｓが

含を

え

促進する。10.3 

行

差別的な法律、政策及

動

び慣行の撤廃、ならび

し

に適切な関連法規、政

、

策、行動の促進などを

そ

通じ
目指す目標

て、機

の

会均等を確保し、成果

成

の不平等を是正する。

果

【関連する理由】人権

を

尊重意識を普及啓発す

地

ることは、すべての
（

域

ターゲッ
人々の能力強

に

化及び社会的、経済的

活

及び政治的な包含を促

か

進するとともに差別の

す

解消や機会均等の確保

人

につながる。
ト）との

施

関
【評価】講座や講演

策

会を実施することで、

群

区民の人権に関する理

名

解や人権尊重意識の向

4

上に努めた。また、広

多

報紙や
連及び評価

ＳＮ

様

Ｓを活用し、同和問題

な

や拉致問題、子どもの

個

人権等、様々なテーマ

性

を取り上げ、人権尊重

や

意識の普及啓発につな

ラ

げた。引き続き、社会

イ

で関心の高い人権課題

フ

を的確に捉え、啓発し

ス

ていく。

成果指標1の

タ

令和5年度実績値を2

イ

8.1としていたが世

ル

論調査結果の合算値と

を

しては28.0が正し

認

いため修正。

備　　　

め

考

あう風土を醸成する

施 策 名 4.1 人権尊重意識の啓発

■　人権に関わる団体等と連携しながら人権尊重意識を普及啓発し、すべての人の人権が尊重され、偏見や差別のな

　い社会を実現する。

施策の方向
( 目 標 )

■　人権擁護委員や区内活動団体と講座を年３回共催し、それぞれの専門分野の視点を取り入れながら実施してい　

　る。

■　区の人権推進指針「人権の推進をめざして」で重点課題としている１６の人権問題のうち、平成３０年度足立

　区政モニターアンケートで「守られていないと感じる人権問題」として、「障がい者」（68.1％）、「子ども」
現　　　状

　（63.9％）、「女性」（62.5％）、「インターネットによる人権侵害」（61.1％）の順に高い数値を示した課題の

　他、社会で啓発が強く求められる課題や国が定める各課題の啓発強化週間にあわせ、広報紙やホームページに啓発

　記事を掲載している。

■　共催団体の専門性を活かしながら、興味関心を引く内容を企画するため、関心度の高いテーマ選定や訴求力の高

　いチラシ作成など、連携した取組みが必要である。

■　人権問題に関わる情勢を的確に捉え、必要性が高い啓発テーマの選定が求められる。

■　講座や講演会の参加者に限らず、人権問題に日頃興味関心の低い区民も含め広く啓発するために、広報紙を活用

　したさらなる啓発が必要である

足

。
課　　　題

■　効果

立

的な普及啓発イベント

区

実施に向け、人権に関

　

わる当事者団体等が発

令

信する情報の収集に努

和

め、積極的に意見

　交

７

換を行っていく。

■　

年

インターネット上の人

度

権侵害やＬＧＢＴをは

施

じめとした多様な性の

策

あり方に関わる差別や

評

偏見など人権課題を的

価

　確に捉え、庁内各課

調

と連携しながら積極的

書

に広報紙を活用し、広

(

く区民の人権尊重への

令

理解を促進していく。

和

方　　　針

担 当 課 名 総

６

務課（取りまとめ）

電

年

話 番 号 03-3880

度

-5497 E-mai

事

l soumu@cit

業

y.adachi.t

実

okyo.jp

　人権

施

擁護委員及び人権団体

)

との意見交換やイベン

1

ト共催など交流の機会

 

を設け、人権に関わる
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度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 3,193 3,693 3,587 5,869

人件費 20,129 19,083 19,574 20,197

総事業費 23,322 22,776 23,161 26,066

前年比(金額) 534 △546 385 2,905

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や差別がないと感じる区民の割合

定義等 世論調査で障がい者、子ども、女性、インターネット上での人権侵害について偏見や差別がないと回答した人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 36 36 36 40 -
(1)

実　績　値 30.4 28.5 28 30 R6 40

達　成　率 84% 76% 79% 71% 78% 70% 75% 75% -

指標名 【活動1-1】人権に関わる団体等と共催した講座回数

定義等 区が人権に関わる団体と共催した講座の回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 3 3 4 -
(2)

実　績　値 0 3 3 4 R6 4

達　成　率 0% 0% 100% 75% 100% 75% 100% 100% -

指標名 【活動1-2】偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広報紙による啓発回数

定義等 区が広報紙に人権啓発記事を掲載した回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 7 7 9 10 -
(3)

実　績　値 6 7 8 8 R6 10

達　成　率 86% 60% 100% 70% 89% 80% 80% 80% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年
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復した。これはSDGｓの考え方の浸透

や、性の多様性に対する理解などが高まってきたことが要因と考えられる。

　活動指標1-1

4

は、例年開催している

 

講座に加え、新たに拉

担

致問題啓発講演会・コ

当

ンサートについて関連

部

団体と共催により実施

に

し

たことで目標値を達

お

成することができた。

け

　活動指標1-2につ

る

いては目標値を達成す

評

ることができなかった

価

が、啓発週間や啓発事

（

業にあわせて各人権課

部

題に関する記事を所

管

長

課と連携して掲載し、

評

さまざまな人権課題の

価

理解促進に努めた。

2

－

)達成状況と原因分析

１

を踏まえた今後の方向

次

性

　活動指標1-1に

評

ついては、各講座にお

価

いて共催団体と綿密に

）

協議のうえ、区民に興

そ

味関心を持っていただ

の

けるよう企画を検討し

１

た。その結果定員を超

1

える応募があり、多く

)

の方に改めて人権を考

施

える機会とすることが

策

できた。また拉致問題

の

啓発事業では、別

事業

達

においてチラシを配布

成

するなど連動した周知

状

を行うことで相乗効果

況

による啓発が行えた。

と

今後も、これまでの実

そ

施方法に捉わ

れず、関

の

連機関と連携のうえ、

原

より効果的な事業の実

因

施を進めていきたい。

の

　活動指標1-2は、

分

引き続き、各人権課題

析

の啓発週間に併せて記

　

事を掲載して国や東京

成

都とも連動した広報を

果

するなど工夫してい

き

指

たい。

　成果指標1に

標

ついては、昨年度から

1

2ポイント増加したが

は

「偏見や差別がない」

、

と感じる区民の割合は

年

依然低いままである。

々

今後

も足立区人権推進

実

指針に基づき、各所管

績

課と連携した人権関連

値

施策の充実や、関連団

が

体との人権啓発事業の

低

実施、足立区人権施策

下

推進懇談会の意見を事

し

業に反映するなど「人

て

権が尊重されるまち」

い

づくりに向けて取り組

た

んでいく。

が、今回調査では3年前の数値とほぼ同程度に回
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

人権啓発普及事務 総務課3465 5,535 17,218 22,753 現状維持 Ａ

人権啓発普及事務 教育指導課4110 48 1,722 1,770 現状維持 Ａ

人権教育啓発事業 中央図書館4173 286 1,257 1,543 現状維持 Ｂ

合計３事業 5,869 20,197 26,066

3)施施策の手段として位置付け
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施

向けて、改善が可能な

策

審議会の担当所管に対

の

するヒアリングや審議

概

  会への女性委員の

要

選出の働きかけ、要請

柱

などに引き続き取り組

立

んでいき、育児中の女

て

性も安心して審議会に

6

参加で

　きるよう託児

【

環境の整備と周知を図

ひ

ることで、女性が活躍

と

できる社会を目指して

】

いく。

担 当 課 名 多様性

自

社会推進課（取りまと

ら

め）

電 話 番 号 03-3

考

880-5222 E-

え

mail danjo@

行

city.adach

動

i.tokyo.jp

し

　各施策においてそれ

、

ぞれが抱えている現状

そ

や課題を分析し、既存

の

の庁内連携はもとより

成

、先駆的な事業に取り

果

組ん

でいる自治体、関

を

係機関への調査を経て

地

、有益な情報を積極的

域

に発信していく。

協働

に

・協創
の 取 組 み

【目標

活

】 5　ジェンダー平

か

等を実現しよう

　　　

す

　10　人や国の不平

人

等をなくそう
ＳＤＧｓ

施

が
【ターゲット】5.

策

1、5.2、5.5、

群

5.6、10.2、1

名

0.3
目指す目標

【関

4

連する理由】行政評価

多

を実施し、事業や施策

様

の効果について評価・

な

分析を行うことで、ジ

個

ェンダー平等につなが

性

（ターゲッ
る業務改善

や

を行っていく。
ト）と

ラ

の関
【評価】具体的な

イ

施策目標を設定するこ

フ

とで、事業や施策の実

ス

施効果を概ね図ってい

タ

くことができた。
連及

イ

び評価

備　　　考

ルを認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.2 男女共同参画社会の推進

■　性別にかかわらず、個性や能力を発揮し活躍できるよう、環境を整備していくことで、男女共同参画社会の実現

  を目指す。

■　ＤＶ防止のために広く意識啓発を行うことで、区民一人ひとりの知識と理解を深め、ＤＶの未然防止あるいは早

施策の方向   期発見につなげていく。

( 目 標 )

■　令和元年度にワーク・ライフ・バランス（以下「ＷＬＢ」）推進事業の認定制度について見直しを行い、認定企

  業数が前年度の57社から85社に拡大した。

■　ＤＶの仕組みや現状を正しく理解するための講座やリーフレットの配布を通じて、啓発や情報提供を行ってい

  る。
現　　　状

■　区の審議会等における女性委員比率調査の結果、女性比率の低い審議会の所管には聞き取りを行い、他所管の取

　組みを伝えるなど、女性比率の向上を促している。

■　ＷＬＢ推進事業は、制度の内容やＷＬＢの意義についての周知が十分に行きわたっていないため、さらなる啓発

  に向けた取組みが必要である。

■　ＤＶには身体的暴力だけではなく、様々な種類の暴力があり、男女を問わずいかなる場合も暴力は絶対に許され

  ないことについて、区民の認識や理解を深めていくことが必要である。

■　審議会等における女性比率は着実に上昇しているが、女性比率の向上に向けて改善

足

が可能な審議会等につ

立

いて
課　　　題

　は、

区

所管へのさらなる働き

　

かけが必要である。

■

令

　各関係団体や他所管

和

事業に参加している事

７

業者に対する制度内容

年

や取組み事例などの個

度

別説明を通して、ＷＬ

施

Ｂ

  の周知を図って

策

いくと同時に、区民の

評

意識が男女共同参画の

価

推進に直結するよう、

調

充実した内容の講座や

書

イベント

  を企画し

(

ていく。

■　ＤＶの被

令

害者にも加害者にもな

和

らないための未然防止

６

や、ＤＶ被害者支援に

年

あたって早期発見と正

度

しい知識を

  もって

事

適切に対応できるよう

業

、区民、職員を対象に

実

様々な機会をとらえて

施

広く啓発活動を行って

)

いく。
方　　　針

■　

1

今後も審議会における

 

女性比率の目標達成に
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単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 14 14 -
(5)

実　績　値 10 10 9 12 R6 14

達　成　率 71% 71% 71% 71% 64% 64% 86% 86% -

指標名 【活動2-2】DV防止のためのリーフレット配布部数

定義等 区がDV防止のために配布したリーフレット数
指

単　位 部 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 6,000 6,000 6,000 6,000 -
(6)

実　績　値 5,410 10,911 11,650 11,920 R6 6,000

達　成　率 90% 90% 182% 182% 194% 194% 199% 199% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 34,242 34,305 30,712 33,077

人件費 55,752 53,082 53,480 55,612

総事業費 89,994 87,387 84,192 88,689

前年比(金額) 10,438 △2,607 △3,195 4,497

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果】男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も分かちあっている、と感じている区民の割合

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 40 40 45 50 -
(1)

実　績　値 34 30 27 31 R6 50

達　成　率 85% 68% 75% 60% 60% 54% 62% 62% -

指標名 【活動1-1】足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

定義等 女性委員の数／区附属機関等の委員総数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 36 37 38 40 -
(2)

実　績　値 35 35 34 34 R6 40

達　成　率 97% 88% 95% 88% 89% 85% 85% 85% -

指標名 【活動1-2】足立区WLB認定企業の数

定義等 区が認定するWLB推進企業の数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 110 120 134 140 -
(3)

実　績　値 112 134 129 116 R6 140

達　成　率 102% 80% 112% 96% 96% 92% 83% 83% -

指標名 【成果2】身体的暴力以外のＤＶ（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 60 65 75 -
(4)

実　績　値 49 49 64 46 R6 75

達　成　率 98% 65% 82% 65% 98% 85% 61% 61% -

指標名 【活動2-1】区民向けDV防止講座開催回数

定義等 区が実施したDV防止講座の開催回数
指
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因

啓発を行う。

【指標５

分

】

委託講座は５つのテ

析

ーマに沿って企画して

：

おり、年度により実施

「

数が異なる。出前講座

わ

の活用を区内学校、団

か

体等に働きかけるこ

と

ら

で目標達成を目指す。

な

【指標６】

ＤＶ防止出

い

前講座の利用をきっか

」

けに、リーフレットを

「

授業で配布したいとい

そ

う要望が学校よりあっ

う

た。引き続き、講座や

思

イベン

トと併せて配布

わ

することで啓発に努め

な

る。

い」の回答率がともに減少したことで、前年度より４ポイント改善した。国連女性差別撤

　　　

4

　　廃委員会による８

 

年ぶりの日本政府審査

担

が行われたこともあり

当

、関心が高まったと推

部

察される。

【指標２】

に

達成状況：目標４０％

お

に対し実績３４％とな

け

り、目標を６ポイント

る

下回った。

原因分析：

評

委員の改選がなく前年

価

度と同比率の審議会等

（

が増加（＋２）したこ

部

とが影響し、前年度か

長

ら改善が見られなかっ

評

た。

【指標３】

達成状

価

況：目標１４０社に対

－

し実績１１６社となり

１

、目標を２４社下回っ

次

た。

原因分析：認定制

評

度の終了に伴い新規募

価

集・更新を停止したこ

）

と、本社移転等による

そ

認定取り消し２件もあ

の

ったことから、減少し

１

　　　　　た。

【指標

1

４】

達成状況：目標７

)

５％に対し実績４６％

施

と、目標を２９ポイン

策

ト下回った。

原因分析

の

：昨年度は大きく改善

達

したが、今年度は従前

成

の水準に戻った。３０

状

代以下と６０代以上で

況

認知度に３５ポイント

と

の差があ

　　　　　り

そ

、シニア世代への啓発

の

が課題である。

【指標

原

５】

達成状況：目標１

因

４回に対し実績１２回

の

と、目標を２回下回っ

分

た。

原因分析：区内中

析

学校からの出前講座依

【

頼が増加（＋４校）し

指

、前年度より実績は増

標

加した。しかし、委託

１

講座が減少（△２回）

】

　　　　　したことで

達

、目標未達成となった

成

。

【指標６】

達成状況

状

：目標の約２倍となる

況

部数を配布することが

：

できた。

原因分析：学

目

校や医療機関から追加

標

配布の要望を受けたこ

５

とで、前年度よりも２

０

７０部多く配布するこ

％

とができた。

2)達成

に

状況と原因分析を踏ま

対

えた今後の方向性

【指

し

標１】

イベントや講座

実

等によりアンコンシャ

績

ス・バイアス（無意識

３

の偏見）の解消につい

１

て区民へ啓発すること

％

で、更なる改善を図る

と

。

【指標２】

比率が下

な

がった審議会や比率の

り

低い審議会の所管課を

、

中心にヒアリングを行

目

い、改選期には、推薦

標

する委員は会長職に限

を

らない旨

を依頼文に明

１

記する等の配慮を担当

９

課へ依頼した。

【指標

ポ

３】

次年度からは事業

イ

を再構築し、認定企業

ン

に限定せず区内企業全

ト

体を対象としてＷＬＢ

下

の推進に向けた支援メ

回

ニューの提供を行う。

っ

【指標４】

広報、ＳＮ

た

Ｓのほか、パネル展示

。

など様々な媒体を通じ

原

て、引き続き区民への
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

男女参画プラザ管理運営事務 多様性社会推進課3599 654 19,197 19,851 現状維持 Ｂ

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業 多様性社会推進課3600 32,423 36,415 68,838 改善・変更 Ａ

合計２事業 33,077 55,612 88,689

3)施施策の手段として位置付け
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施

名 地域のちから推進部

策

　地域調整課（取りま

の

とめ）

電 話 番 号 03-

概

3880-5177 E

要

-mail tabun

柱

ka@city.ad

立

achi.tokyo

て

.jp

日本語教室のボ

6

ランティア講師や国際

【

理解教育の授業を実施

ひ

するボランティアスタ

と

ッフとの協働により、

】

多文化共生

推進活動を

自

実施している。

協働・

ら

協創
の 取 組 み

【目標】

考

10 人や国の不平等

え

をなくそう　17 パ

行

ートナーシップで目標

動

を達成しよう

【ターゲ

し

ット】10.2 すべ

、

ての人の能力を強化し

そ

、社会・経済・政治へ

の

の関わりを促進する。

成

　10.3 機会均等

果

を確保
ＳＤＧｓが

し、

を

成果の不平等を是正す

地

る。　17.17 さ

域

まざまなパートナーシ

に

ップの経験などをもと

活

にして、効果的な公的

か

、官民
目指す目標

、市

す

民社会のパートナーシ

人

ップをすすめる。
（タ

施

ーゲッ
【関連する理由

策

】国籍などが異なる人

群

々が互いの文化的違い

名

を認め共に生活する地

4

域社会を作ることは、

多

すべての人
ト）との関

様

々の能力強化や社会参

な

加を促し、機会均等の

個

確保やパートナーシッ

性

プの推進につながる。

や

連及び評価
【評価】国

ラ

際理解教育の実施や日

イ

本語ボランティア教室

フ

の支援、外国ルーツの

ス

子どもに対する学習支

タ

援の実施など、

ボラン

イ

ティアやＮＰＯ法人と

ル

協力して事業を実施し

を

た。

備　　　考

認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.3 多文化共生社会の実現

■　年々増加する在住外国人が暮らしていくため必要な相談体制を充実させるとともに、日本人区民・外国人区民が

　地域の発展に向けて共に活躍する多文化共生社会を目指した環境を整備する。

施策の方向
( 目 標 )

■　区内在住の外国人人口は年々増加しており、令和７年５月現在で４万５千人を超えた。

■　令和７年５月現在、外国籍の子どもたち2,299名が区立小・中学校で学んでおり、就学前の児童も教育・保育施

　　設に955人が在園している。

■　区立小・中学校での国際理解教育等を通じて、異文化理解や交流を促進している。
現　　　状

■　日本語ボランティアの育成等を通じて日本語ボランティア教室を支え、外国人の日本語習得を支援している。

■　外国人人口の増加に伴い、行政手続きや生活相談など、日々の生活に密着した相談が増えているため、相談体制

　の強化が必要である。

■　日本国籍でも外国にルーツを持つ子どもが増えており、文化的背景の異なる子どもたちが互いに認めあう環境の

　必要性や日本語学習支援を行う必要がある。

■　新型コロナウイルス感染症の影響で、国際理解教育や日本語ボランティア教室等を従来どおり実施できないた　
課　　　題

　め、新しい生活様式に配慮した対応を考えていく必要がある。

■　やさしい日本語や多言語

足

翻訳機を活用した相談

立

対応や行政文書・通知

区

書等の多言語対応、東

　

京都及び庁内各課か

　

令

らの情報提供の体制を

和

充実し、区内在住外国

７

人の生活を支援する。

年

■　外国にルーツを持

度

ち文化的背景の異なる

施

子どもたちが互いの違

策

いを認め合えるよう、

評

区立小・中学校からの

価

国際

　理解教育講師派

調

遣依頼に対して十分に

書

対応できる体制を構築

(

し、異文化や言葉の違

令

いを伝える国際理解教

和

育を推進

　する。
方　

６

　　針
■　新しい生活

年

様式を取り入れた日本

度

語ボランティア活動を

事

支援し、在住外国人の

業

日本語学習等の充実を

実

図る。

■　外国にルー

施

ツを持つ児童・生徒等

)

の就学や進学を支える

1

ために、日本語学習支

 

援を実施する。

担 当 課
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748

達　成　率 85% 81% 87% 85% 81% 80% 98% 98% -

指標名 【活動2-2】区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合

定義等 他部署からの外国人区民向け行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 100 100 -
(5)

実　績　値 100 100 100 100 R6 100

達　成　率 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 【活動2-3】日本語ボランティア教室開催回数

定義等 区内日本語ボランティアグループが実施する日本語教室の開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 430 500 580 -
(6)

実　績　値 233 440 745 841 R6 580

達　成　率 0% 40% 102% 76% 149% 128% 145% 145% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 22,383 30,337 31,967 31,962

人件費 41,581 38,087 38,192 41,659

総事業費 63,964 68,424 70,159 73,621

前年比(金額) 11,994 4,460 1,735 3,462

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

定義等 国際理解教育を実施時、児童・生徒へアンケート調査を行い、「もっと知りたい・学びたい」と回答した者の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 55 60 65 -
(1)

実　績　値 48 60 53 55 R6 65

達　成　率 0% 74% 109% 92% 88% 82% 85% 85% -

指標名 【活動1】小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

定義等 区立小・中学校の学級総数のうち、国際理解教育講師を派遣したクラス数
指

単　位 クラス 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 50 80 110 -
(2)

実　績　値 21 69 105 96 R6 110

達　成　率 105% 19% 138% 63% 131% 95% 87% 87% -

指標名 【成果2】国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民の割合

定義等 世論調査により、「暮らしやすい・どちらかといえば暮らしやすい」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 37 37 37 -
(3)

実　績　値 43 40 38 42 R6 37

達　成　率 0% 116% 108% 108% 103% 103% 114% 114% -

指標名 【活動2-1】外国人生活相談対応件数

定義等 外国人相談員が外国人の生活相談に対応した件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,636 2,673 2,710 2,748 -
(4)

実　績　値 2,228 2,324 2,192 2,686 R6 2,
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ケ

。

【指標４】

　外国人

ー

相談員は経験豊富なた

ト

め、外国人からの問い

を

合わせに対しては積極

分

的に外国人相談窓口を

析

案内し、外国人の困り

し

ごとの解

決に向けた支

た

援を継続していく。

【

と

指標５】

　外国人へ正

こ

確に情報提供できるよ

ろ

う、引き続き他部署か

、

らの翻訳依頼に対し、

担

期限内に全て回答でき

当

るよう努める。

【指標

し

６】

　ボランティアス

た

タッフを養成する講座

講

を継続的に実施し、円

師

滑に教室が運営できる

に

よう支援していく。

よって関心度に差があった。

【指標２】

　達成状況：前年度の実績値を下回り、目標値を下

4

回った。

　原因分析：

 

例年申込みのある学校

担

が、他所属で実施する

当

出前授業に切り替えた

部

ことで、派遣クラス数

に

の減少につながった。

お

【指標３】

　達成状況

け

：前年度の実績値を上

る

回り、目標値を上回っ

評

た。

　原因分析：区内

価

在住外国人数は毎月過

（

去最高を更新し続けて

部

おり、身近に外国人と

長

接する機会が増えるこ

評

とで、共生する意識

　

価

　　　　　が醸成され

－

、ともに暮らしやすい

１

と感じる区民の割合が

次

増えたと考えられる。

評

【指標４】

　達成状況

価

：目標値は下回ったも

）

のの、前年度の実績か

そ

らは大幅に増加した。

の

　原因分析：前年度実

１

績から大幅に増加した

1

要因としては、マイナ

)

保険証や臨時給付金な

施

どの新たな制度に関す

策

る問い合わせが

　　　

の

　　　増えたことや、

達

母国から家族の呼び寄

成

せ等による子ども関連

状

の相談が増加した。

【

況

指標５】

　達成状況：

と

前年度に引き続き、達

そ

成率は100％となっ

の

た。

　原因分析：外国

原

人相談員が通訳支援の

因

合間に年間165件（

の

英語64件、中国語5

分

1件、韓国語50件）

析

の翻訳作業を行った。

【

　　　　　　翻訳取り

指

まとめ担当が進捗確認

標

を随時行うことで、期

１

間内に全て対応するこ

】

とができた。

【指標６

　

】

　達成状況：前年度

達

の実績値を上回り、目

成

標値を上回った。

　原

状

因分析：ボランティア

況

養成講座を受講した区

：

民が新たに日本語教室

前

を立ち上げ、令和6年

年

度中に活動を開始した

度

ことが実績

　　　　　

の

　値の向上につながっ

実

た。

2)達成状況と原

績

因分析を踏まえた今後

値

の方向性

【指標１】

　

を

アンケート結果を講師

上

へフィードバックし、

回

子どもたちがより関心

っ

を持てるよう授業内容

た

のブラッシュアップを

が

図る。

【指標２】

　こ

、

れまで本事業を実施し

目

たことがない学校にも

標

利用を促すため、各校

値

が年間カリキュラムを

は

編成する前に全小中学

下

校へ案内し、

派遣クラ

回

ス数の増加につながる

っ

よう働きかける。

【指

た

標３】

　外国人と日本

。

人が交流するイベント

　

を引き続き実施し、身

原

近に接する機会を提供

因

する。また、日本にお

分

ける生活習慣やマナー

析

を

外国人にも分かりや

：

すく伝え、日本人も外

ア

国人も住みやすいまち

ン

になるよう努めていく
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

多文化共生推進事業 地域調整課3568 31,962 41,659 73,621 拡充 Ａ

合計１事業 31,962 41,659 73,621

3)施施策の手段として位置付け
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施

バリアフリー化や、ユ

策

ニバーサルデザインに

の

配慮し
方　　　針

　た

概

公共施設の整備を行う

要

。

担 当 課 名 都市建設課

柱

（取りまとめ）

電 話 番

立

号 03-3880-5

て

768 E-mail t

6

osi@city.a

【

dachi.toky

ひ

o.jp

　ユニバーサ

と

ルデザインに配慮した

】

社会の構築のため、区

自

民を対象としたユニバ

ら

ーサルデザイン講演会

考

、製品展およ

び啓発チ

え

ラシ配布等の各事業を

行

行い、区民とともに心

動

のユニバーサルデザイ

し

ンを推進していく。

　

、

また、庁内職員と障が

そ

い当事者との意見交換

の

等を含めた、ユニバー

成

サルデザイン庁内推進

果

委員会を行い、人材育

を

成

協働・協創 を図って

地

いく。

の 取 組 み

【目標

域

】11   住み続け

に

られるまちづくりを

（

活

ゴール）包摂的で安全

か

かつ強靱（レジリエン

す

ト）で持続可能な都市

人

及び人間居住を実現す

施

る。
ＳＤＧｓが

【ター

策

ゲット】11.7　2

群

030年までに、女性

名

、子ども、高齢者及び

4

障害者を含め、人々に

多

安全で包摂的かつ利用

様

が容易
目指す目標

  

な

          

個

な緑地や公共スペース

性

への普遍的アクセスを

や

提供する。
（ターゲッ

ラ

【関連性】　エレベー

イ

ターの設置、ピクトグ

フ

ラム表示など、ユニバ

ス

ーサルデザインの推進

タ

は、「女性、子ども、

イ

高齢
ト）との関

　　　

ル

　　者や障がい者を含

を

め、全ての人々に安全

認

で容易に利用できる緑

め

地や公共スペースの普

あ

遍的アクセスを提供
連

う

及び評価
　　　　　す

風

る」ことにつながって

土

いる。

【進捗状況】ユ

を

ニバーサルデザインの

醸

推進のため、バリアフ

成

リー地区別計画策定な

す

ど各事業を着実に実施

る

している。

備　　　考

施 策 名 4.4 ユニバーサルデザインの推進

■　ユニバーサルデザインに関する普及啓発活動を通じて、より多くの人が互いの個性や立場を理解しあうことによ

　り、「思いやりのこころ」を根付かせ、「心づかい」ができる区民があふれるまちをめざす。

■　だれもが円滑に移動できる施設整備や公共施設などのユニバーサルデザインの整備を進めることで、高齢者や障

施策の方向 　がい者など多様な人々への配慮がされた施設づくりを進める。

( 目 標 )

■　「足立区ユニバーサルデザイン推進計画」に基づき、ユニバーサルデザインに配慮した環境づくりを進めてお

　り、毎年度、区民、事業者、専門家から、関連する各事業の評価を受けることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクル

　による施策の改善に取組んでいる。

■　「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の
現　　　状

　割合は34.4%にとどまっている。

■　「ユニバーサルデザイン2020 行動計画」が決定され、東京2020 オリンピック・パラリンピックを契機に、ユニ

　バーサルデザインの認知度向上が求められている。

■　区民や区職員、事業者など、区に関わるすべての人にユニバーサルデザインに関する理念を浸透させていく必要

　がある。

■　時間の経過とともに変化する社会

足

や要求されるサービス

立

に対応していくため、

区

ユニバーサルデザイン

　

に配慮した

　まちづく

令

りなど様々な施策が広

和

く展開されていなけれ

７

ばならないが、取組み

年

状況は十分ではない。

度

課　　　題

■　ユニバ

施

ーサルデザインについ

策

て、より理解を深める

評

よう小学校高学年向け

価

のユニバーサルデザイ

調

ン出張講座、一

　般区

書

民向けのユニバーサル

(

デザイン講演会、ユニ

令

バーサルデザイン製品

和

展などに加え、新たな

６

普及啓発活動を検討

　

年

し、それらを推進する

度

ことで、すべての人が

事

個人として尊重され、

業

安心して、健やかに暮

実

らすことができる地域

施

社

　会の実現を目指す

)

。

■　新設の道路や建

1

物への対応に限らず、

 

現状を改善するための
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4.5 3.8 4 R6 4.2

達　成　率 105% 102% 107% 107% 90% 90% 95% 95% -

指標名 平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長

定義等 バリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
指

単　位 ｍ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,350 2,900 3,450 4,000 -
(5)

実　績　値 2,430 3,040 3,657 4,823 R6 4,000

達　成　率 103% 61% 105% 76% 106% 91% 121% 121% -

指標名 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

定義等 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）
指

単　位 施設 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 40 50 60 -
(6)

実　績　値 30 39 50 73 R6 60

達　成　率 100% 50% 98% 65% 100% 83% 122% 122% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 14,159 6,741 13,505 13,296

人件費 19,254 16,594 26,740 25,827

総事業費 33,413 23,335 40,245 39,123

前年比(金額) 7,874 △10,078 16,910 △1,122

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「日常生活の中で高齢者・障がい者等に配慮していると思う」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 46 48 49 50 -
(1)

実　績　値 36.8 34.9 33.2 34.6 R6 50

達　成　率 80% 74% 73% 70% 68% 66% 69% 69% -

指標名 小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回数

定義等 ユニバーサルデザイン出張講座を実施した延べ校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 40 50 60 -
(2)

実　績　値 33 41 53 56 R6 60

達　成　率 110% 55% 103% 68% 106% 88% 93% 93% -

指標名 一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

定義等 講演会及びUD製品展示の来場者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 538 542 546 550 -
(3)

実　績　値 93 44 46 99 R6 550

達　成　率 17% 17% 8% 8% 8% 8% 18% 18% -

指標名 ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづくり』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

定義等 推進計画「柱３　便利に生活できる『まちづくり』」のうち、施設整備に関する施策の評価点の平均値（※評価年度）
指

単　位 点 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 4.1 4.2 4.2 4.2 -
(4)

実　績　値 4.3
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、

どが考えられる。

　上

前

記施策指標のほか、令

年

和6年度は当事者参画

よ

のもとバリアフリー地

り

区別計画の6地区目と

割

なる六町周辺地区編を

合

策定した。

　今後もユ

は

ニバーサルデザイン及

上

びバリアフリーの各施

昇

策を着実に推進してい

し

く必要がある。

2)達

た

成状況と原因分析を踏

も

まえた今後の方向性

　

の

指標（1）の「日常生

の

活の中で高齢者・障が

、

い者等に配慮している

目

」と思う区民の割合に

標

ついて、全国的にも減

値

少傾向にあり、

さらな

を

る普及啓発の取り組み

下

が求められている。

　

回

このことを踏まえ、新

る

たな基本計画では、「

3

心のバリアフリー」の

4

啓発による共生社会の

.

実現、学校と連携した

6

出張講座の発展

や教材

%

による啓発などを施策

と

に掲げたところである

な

。

　今後、出張講座等

っ

の機会にアンケート（

た

関心の度合いなど）を

。

行い、その結果を踏ま

国

えてあらゆる世代への

全

具体的なアプローチ

方

体

法を検討し、ユニバー

で

サルデザインのまちづ

も

くりの理念を浸透させ

令

ていく。

和3年度と比較して割合が低下しており、要因

4

として「心のバリアフ

 

リー」などに触れ

る機

担

会が東京2020大会

当

の当時と比較して減っ

部

ており、周知・啓発が

に

不十分であったことな

お

どが国において分析さ

け

れている。

　指標（2

る

）は、延べ56校での

評

出張講座となり、目標

価

値を下回る結果となっ

（

た。要因として、令和

部

6年度にUD出張講座

長

の教材更新を

実施した

評

うえで、新教材による

価

出張講座を予定してい

－

たが、障がい者当事者

１

等と一緒に教材更新を

次

行うなど計画変更した

評

ことで更

新時期が遅れ

価

、出張講座の期間が十

）

分に確保できなかった

そ

ことが考えられる。

　

の

指標（3）は、UDを

１

身近に感じることがで

1

きるよう、日本庭園で

)

のライトアップに合わ

施

せた一般区民向けUD

策

講演会、介助犬の講

演

の

会に合わせたUD製品

達

展示を行ったが、興味

成

・関心を持つ層が一部

状

にとどまっており、来

況

場者数は99人となっ

と

た。

　しかし、上記の

そ

他に大学でのイベント

の

で12日間、UD製品

原

の展示を行っており、

因

来場者数が正確に把握

の

できていないため実績

分

値に

含めていないが、

析

連日多くの学生等がブ

　

ースに訪れ、区の取り

指

組みを若者にも周知啓

標

発できたと考える。

　

（

指標（4）は、前年と

1

同様に、対象施策を絞

）

り集中的に評価した結

は

果、目標値を下回る4

、

点となった。評価対象

令

施策について、法

令や

和

基準等に基づき公共施

6

設を整備するという当

年

然の取り組みがある中

4

で、それ以上の発展的

月

な取り組みがほしい点

か

が評価に表れ

たと考え

ら

られる。

　指標(5)

事

は、「バリアフリー地

業

区別計画（花畑周辺地

者

区編）」区域内におけ

に

る、文教大学（バス停

よ

等）から花畑大橋通り

る

交差点

までの点字ブロ

「

ック敷設・歩車道の段

合

差解消をはじめとした

理

、区内各地の歩道改修

的

工事を事業所管課にお

配

いて着実に実施し、目

慮

標

値を上回ることがで

の

きた。

　指標(6)は

提

、令和6年度単年度で

供

23施設のバリアフリ

」

ー整備が行なわれ、目

が

標値を上回る累計73

義

施設となった。要因と

務

して、令和

2年のバリ

化

アフリー法改正により

さ

、既存公立小中学校等

れ

施設のバリアフリー化

た

が努力義務化されたこ

こ

とを踏まえ、段差解消

と

などの

取り組みの加速

で

化を図っていることな
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

ユニバーサルデザイン推進事業 都市建設課21226 13,296 25,827 39,123 改善・変更 Ａ

合計１事業 13,296 25,827 39,123

3)施施策の手段として位置付け
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